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基本目標 

Ⅲ 

あらゆる暴力の防止と 

困難な問題を抱える女性への支援 

 

■課題１ 配偶者等からの暴力の防止と被害者支援【配偶者暴力対策基本計画】 

配偶者等からの暴力は、家庭内等の周りから見えにくい場所で起こることが多いことや、加

害者の罪の意識が薄いことから潜在化しやすく、周囲が気づかないうちに深刻化してしまうこ

とがあります。暴力は被害者の心への影響も大きく、さらに子どもの前で行われる配偶者等か

らの暴力は面前ＤＶとも言われ、子どもの心身の成長に深刻な影響を及ぼす恐れがあります。 

令和４（2022）年度の男女平等参画に関する西東京市民意識・実態調査によると、配偶者等か

ら暴力を受けた経験のある人は全体で１割程度を占めています。しかし、「相談するほどのこと

ではないと思ったから」、「相談しても無駄だと思ったから」、「我慢すればこのまま何とかやっ

ていけると思ったから」といった理由から被害を受けた人の半数以上が相談していません。 

暴力は重大な人権侵害です。配偶者等からの暴力の根絶に向け、暴力を容認しない、未然に防

ぐことのできる社会に向け、意識啓発や情報提供を強化する必要があります。また、早期発見、

被害者の安全確保と自立支援といった取組の充実が必要です。 

 

施策（１）暴力の未然防止と早期発見 ―――――――――――――—―———————―—―—―— 

配偶者等からの暴力やデートＤＶ等、あらゆる暴力の防止に向けて意識啓発や情報提供を行

います。また、関係機関等との連携強化をすることで、被害の早期発見を図ります。 

 

事業 

番号 
事業 内容 担当課 

１ 様々な媒体による啓発 

暴力の未然防止と早期発見を市民に働きかけ

るため、市ＨＰ、ＳＮＳ、パンフレット等によ

る啓発を行います。 

協働コミュニティ課 

２ 自立支援の実施 
ＤＶ被害者等の自立を支援するため、講座を

実施します。 
協働コミュニティ課 

３ 

早期発見に向けた市

民、職務関係者との連

携 

暴力の早期発見・早期対応に向けて、市民、市

の相談窓口や警察等の職務関係者との連携を

進めます。 

協働コミュニティ課 
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施策（２）相談体制の充実 ――――――――――――――――――――――――—―—―— 

被害に悩んでいる人を取りこぼさないよう、様々な相談窓口の周知を強化し、相談を受けた

ところから適切な場所へとつなげられるように体制を整備します。また、一人ひとりに合わせ

たきめ細やかな相談対応を行います。 

 

事業 

番号 
事業 内容 担当課 

１ 
一人ひとりの状況に 

応じた相談の実施 

女性相談、子供家庭相談、ひとり親相談など、

一人ひとりの状況に応じた相談を実施しま

す。また、外国語（英語・韓国語等）による相

談対応を実施します。 

協働コミュニティ課 

関係各課 

２ 
相談窓口の周知と情報

の提供 

さまざまな相談窓口を通してＤＶの被害者を

発見し、適切な支援につなぐため、相談窓口

の周知を図り、ＤＶについて情報提供を行い

ます。 

協働コミュニティ課 

３ 
男性相談のあり方の検

討 

男女平等の視点にたち、男性が抱える問題等

についての相談事業のあり方を検討します。 
協働コミュニティ課 

 

施策（３）被害者の安全の確保と支援 ―――――――――――――――――――—―—―— 

被害者の安全を確保し、プライバシーに配慮した支援の実施や、被害者とその子ども等が安

心して自立した生活が送れるよう自立支援に取り組みます。 

 

事業 

番号 
事業 内容 担当課 

１ 被害者家族への支援 

ＤＶ被害者やその子どもの安全を確保するた

め、一時避難できる場所の提供や宿泊費等の

助成を行います。 

協働コミュニティ課 

２ 
関係部署間の連携によ

る支援と情報の提供 

ＤＶ被害者の生活・子育て等を支援します。

また、関係部署間で連携を図り、子どもの心

のケアへの支援や保育・就学、必要な行政サ

ービスを利用できるよう支援を行います。 

協働コミュニティ課 

健康課 

生活福祉課 

子育て支援課 

学務課 
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施策（４）体制整備に向けた取り組みの強化 ――――――――――――――――—―—―— 

被害者が安心して相談でき、適切な対応を受けられるよう、庁内においてＤＶに関する理解

促進を図ります。 

 

事業 

番号 
事業 内容 担当課 

１ 職員研修の実施 
庁内関係各課の相談窓口等の職員に対してＤ

Ｖに関する職員研修を実施します。 
協働コミュニティ課 

２ 
関係機関との連携の強

化 

ＤＶ被害者が抱えているさまざまな問題の解

決に向けて、配偶者暴力被害者支援担当者連

絡会議を通じ、関係機関との連携を強化しま

す。 

協働コミュニティ課 

関係各課 

３ 
相談員の資質向上とメ

ンタルケア 

相談員の資質向上を支援するための研修やス

ーパーバイズ等を実施します。 
協働コミュニティ課 
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■課題２ あらゆる暴力の防止 

（セクシュアル・ハラスメント、ストーカー、性暴力等） 
 

セクシュアル・ハラスメントをはじめとする様々なハラスメントや、ストーカー、性暴力、子

どもや若年層に対する暴力等は、被害者の尊厳を踏みにじる重大な人権侵害です。 

令和４（2022）年度の男女平等参画に関する西東京市民意識・実態調査では、全体で約４割の

人が職場等でハラスメント被害を受けたと回答しています。男女ともにパワー・ハラスメントの

被害経験が多くなっていますが、女性ではセクシュアル・ハラスメントが 16.4％で男性の 4.0％

を大きく上回っています。 

近年では、スマートフォンの普及によりインターネット・SNS 等を通じた性被害が増加してお

り、若年世代に対する性暴力の手口の巧妙化も問題となっています。一人ひとりが日常生活の中

に潜む様々な暴力に気づき、暴力の未然防止や被害者に寄り添った行動をとることができるよう

意識啓発に取り組みます。 

 

施策（１）暴力の防止に向けた意識啓発 ―――――――――――――――――――――— 

あらゆる暴力の防止に向けた意識づくりをするために、年代に合わせた周知啓発や学習機会

の提供に取り組みます。また、職場におけるハラスメント等を防止するために、事業所等に向け

た意識啓発を行います。 

 

事業 

番号 
事業 内容 担当課 

１ 
暴力防止に関する情報

提供と学習機会の提供 

さまざまな暴力の防止に向けて、チラシ・パ

ンフレット・ホームページ等を通じて情報を

提供する他、講座等の学習機会を提供します。 

協働コミュニティ課 

２ 
市内事業所への意識啓

発 

セクシュアル・ハラスメント等、職場の暴力

の防止に向けて、市内事業所への啓発を行い

ます。 

協働コミュニティ課 

３ 

暴力の防止に関する市

職員・教員への啓発・研

修 

市職員・教員に対し、さまざまな暴力につい

ての啓発・研修を実施します。 

協働コミュニティ課 

職員課 

教育指導課 
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施策（２）暴力の被害者に対する支援 ――――――――――――――――――――――— 

被害者を適切な支援につなぐことができるよう、関係機関等と連携した相談の実施や支援体

制の充実を図ります。 

 

事業 

番号 
事業 内容 担当課 

１ 教育相談の実施 

教育相談等においてさまざまな暴力の事実が

発覚したときは、関係機関と連携し、被害者

の保護に努めます。また、過去の暴力被害に

よる心理的問題のある児童・生徒に対しては、

医療機関等の関係機関と連携し必要な支援を

行います。 

教育支援課 

２ 女性相談の実施 

男女平等の視点にたち、女性が抱える自分自

身、家族、職場の人間関係、心とからだ、ＤＶ

などの問題等についての相談事業を実施しま

す。 

協働コミュニティ課 
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■課題３ 性と生殖に関する健康支援 

一人ひとりが互いの身体的性差を十分に理解し、相手に思いやりを持って生きていくことは、

男女平等参画社会の実現に不可欠です。 

令和４（2022）年度の男女平等参画に関する西東京市民意識・実態調査において、男女平等参

画を推進するために学校教育の場で必要な対策として「子どもの成長と発達に応じた性教育を

行う」が６割以上となっており、幼少期から正しい知識を得て理解を深めることが求められて

います。 

また、心身の状況はライフステージに応じて大きく変化し、性別によって特有の健康上の問

題等もあります。誰もが自らの健康に関して適切な情報を得て安心して生活することができる

ように、性別にかかわりなく健康に関する情報やリプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖

に関する健康と権利）に関する正しい知識を身に着けられるよう、幅広く意識啓発や情報提供

等の支援を進める必要があります。 

 

施策（１）からだと性に関する正確な情報の提供 ―――――――――――――――――— 

発達段階に応じた性教育による正しい知識や、性別にかかわらずリプロダクティブ・ヘルス

／ライツの理解が定着するように、様々な機会を通じて意識啓発や教育を実施します。 

 

事業 

番号 
事業 内容 担当課 

１ 
発達に応じた性教育の

実施 

幼児期・思春期・成人期に至るまで、発達に応

じたからだと性に関する正しい知識を身につ

け、自他ともに尊重した性教育を実施します。 

教育指導課 

２ 
性と生殖に関する健康

支援情報の提供 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツの概念が

社会に根付くよう、多様な機会を通じて情報

を提供します。 

また、誰もが正しい知識を持って、安心して

妊娠・出産を迎えられるよう情報の提供に努

めます。 

健康課 

 

施策（２）性差に応じた健康支援 ――――――――――――――――――――――――— 

性差やライフステージに応じた健康課題に関する正しい情報提供や、検査の充実を図ります。 

 

事業 

番号 
事業 内容 担当課 

１ 

女性・男性特有の病気に

対する予防と検査の実

施 

子宮がん、乳がん、骨粗しょう症、前立腺がん

などの予防と検査の充実を図ります。 

また、更年期の心身の健康づくりや予防につ

いての情報、性感染症に関する情報等の提供

に努めます。 

健康課 
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■課題４ 様々な困難を抱える女性への支援 

【（仮称）困難女性支援基本計画】 
 

男性中心型労働慣行等の雇用・経済社会における男女の違い等を背景として、女性は貧困等

の生活上の困難に陥りやすく、就業状況が不安定なひとり親家庭や就労が困難な単身世帯等は

特に経済的困窮が懸念されます。 

新型コロナウイルス感染症拡大により、非正規労働者が多い女性の雇用が失われ、より深刻

な経済的打撃を与えました。 

また、女性であることに加えて、高齢、障害、性的指向・性自認に関すること、外国につなが

りがあること等を理由に困難を抱えている場合、さらに複合的な困難を抱える恐れがあります。

様々な困難に直面している人が安心して暮らせるように環境整備を進めることに加え、その人

の状況に応じたきめ細やかな支援を行う必要があります。 

 

施策（１）ひとり親家庭や生活困窮者等への支援 ―――――――――――――――――— 

ひとり親家庭や経済的困窮に直面している人が安定した生活を送ることができるよう、相談

体制の充実や自立に向けた支援を行います。 

 

事業 

番号 
事業 内容 担当課 

１ 
ひとり親家庭の生活支

援 

ひとり親家庭や経済的困窮に対する相談や支

援に取り組みます。 

地域共生課 

子育て支援課 

２ 
ハローワーク等との連

携による就業支援 

ハローワーク等と連携し、ひとり親家庭の就

業機会の拡大を図ります。また、給付金事業

等の周知を図ります。 

子育て支援課 

 

施策（２）困難を抱える女性が安心して暮らせる環境の整備 ――――――――――――— 

複合的な困難を抱える女性が支援制度等からこぼれ落ちてしまうことがないよう、関係機関

等と連携し、様々な分野や多様な視点から支援を行います。 

 

事業 

番号 
事業 内容 担当課 

１ 
女性相談の実施 

（再掲） 

男女平等の視点にたち、女性が抱える自分自

身、家族、職場の人間関係、心とからだ、ＤＶ

などの問題等についての相談事業を実施しま

す。 

協働コミュニティ課 

２ 
各種関連機関との連携

の実施 

（仮称）困難女性支援調整会議を通じ、支援

に必要な関係機関、民間団体との連携を図り

ます。 

協働コミュニティ課 

関係各課 

 


